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この様式は、千葉市産業廃棄物指導課のホームページ 

http://www.city.chiba.jp/kankyo/junkan/sangyohaikibutsu/formdw_top.html 

の【２．土砂条例指導要綱で定める様式集】からダウンロードできます。 
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記 載 例 

 

千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する

指導要綱で定める様式集 

 

NO  様式ＮＯ  様 式 名 称 

1 様式第１号 特定事業許可事前協議書 

2 様式第１号の２ 特定事業変更許可事前協議書 

3 様式第１号の３ 特定事業譲受け許可事前協議書 

4 様式第２号 土地使用承諾書（特定事業区域） 

5 様式第２号の２ 特定事業施工承諾書 

6 様式第２号の３ 土地利用承諾書（特定事業区域を除く） 

7 様式第３号 特定事業隣接同意書 

8 様式第５号 特定事業(変更・譲受け）許可事前協議取下書 

9 様式第６号 審査指示事項調整済回答書 

10 様式第８号 特定事業(変更・譲受け）許可事前協議変更協議書 

11 様式第９号 特定事業(変更・譲受け）許可事前協議変更届出書（軽微変更） 

12 様式第１０号 関係地域特定事業説明会等実施状況報告書 

13 様式第１１号 特定事業説明会等計画書 

14   現場責任者説明事項 

15   特定事業許可事前協議書提出書類一覧 

16   特定事業譲受け許可事前協議書提出書類一覧 
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様式第１号（第４条第１項）         （第１面） 

 

平成○○年○○月〇〇日 

特定事業許可事前協議書 

    

（あて先）千葉市長 

                           特定事業予定者 

                              住  所  千葉市中央区中央Ａ丁目１０番１号 

                             氏    名    Ａ建設株式会社        ○印  
代表取締役  ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

                          担 当 者 名 ○○課 主任 ○○ ○○ 

                              連絡先電話番号 ○○○－○○○○－○○○○ 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  ○○○○○○@○○.○○.○○ 

                             

千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則第９条の 

規定により、特定事業の計画について関係書類及び図面を添えて協議します。 

 

１ 特定事業の目的    （ 埋立て   盛 土   たい積 ） 

２ 特定事業区域の位置   千葉市 中央区  Ｔ町  １番１（他 ２筆） 

３ 特定事業区域の面積（実測）     ○，○○○．○○ ㎡ 

４ 特定事業場の面積  （実測）     ○○，○○○．○○ ㎡ 

  ５ 特定事業区域の土地の内訳 

土地の表示 地  目 面  積 

土地所有者の住所・氏名 
区 域 

区 分 町 名 地 番 
地 目 

（公簿） 
現 況 

地 積 

（公簿） 
実 測 

Ｔ町 １番１ 山 林 山 林 
㎡ 

1,000 

㎡ 

1,111.11 

千葉市中央区Ｔ町２番１号 

千葉花子 

市街化調整

区域 

Ｔ町 
１番２ 

の一部 
雑種地 荒 地 

㎡ 

2,000の一部 

㎡ 

1,500.00 

千葉市中央区Ｔ町２番１号 

千葉花子 

市街化調整

区域 

Ｔ町 
１番４ 

の一部 
畑 畑 

㎡ 

5, 000の一部 

㎡ 

100.00 

千葉市中央区中央Ａ丁目１０番１号 

Ａ建設株式会社 

市街化調整

区域 

        

        

合 
 計 
            8,000    ㎡（公簿） 

3 筆    3,400.00 ㎡（実測） 

  ６ 特定事業場（特定事業区域を除く。）の土地の内訳 

土地の表示 地  目 面  積 

土地所有者の住 
・氏名 
区 域 

区 分 町 名 地 番 
地 目 

（公簿） 
現 況 

地 積 

（公簿） 
実 測 

 Ｔ町 
１番２ 

の一部 
雑種地 荒 地 

㎡ 

2,000 

㎡ 

500.00 

千葉市中央区Ｔ町２番１号 

千葉花子 

市街化調整

区域 

 Ｔ町 １番３ 田 荒 地 300 300.00 
千葉市中央区Ｔ町２番１号 

千葉花子 

市街化調整

区域 

        

        

合  計 
            2,300    ㎡（公簿） 

2 筆      800.00 ㎡（実測） 
 

特定事業区域の筆のみを数えること 

（特定事業区域を除く特定事業場の

筆は含まない） 

埋立て 

土地の一部のみが該当する
場合は、「の一部」と表記す
ること 

地番ごとに該当区域の実測値を
算出していない場合は空欄でも可
（ただし、合計欄は必ず記入すること） 

特定事業区域を除いた特定事業場の
情報を記入すること（「特定事業場＝
特定事業区域」となる場合は記入不要） 

実印を押印し、印鑑登録
証明書を添付すること 

実実実印印印   
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（第２面） 

 

 

 

 

事 

 

業 

 

概 

 

要 

 

 

 

当該地は窪地となっていることから、土砂で埋立てを行い、平坦地とし、資材置

場として利用する 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 

土 砂 等 の 量 ○ ○ ○ ○m3 

 （一時たい積特定事業にあっては、たい積が最大になった場合のたい積土砂等の量） 

特 定 事 業 の 予 定 期 間 平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 

土 砂 等 の 発 生 場 所 

 

千葉市若葉区Ｇ町１番１ 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 

土 砂 等 の 区 分 
第○種建設発生土 

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 

１日の搬入車両台数及び量 
１０トンダンプトラック ５台  

特 定 事 業 に 使 用 さ れ る 

機 械 の 種 類 及 び 台 数 
バックホウ ２台 

跡 地 利 用 計 画 資材置場 

現場事務所その他特定事業に 

供する施設の設置計画及び位置 
計画平面図のとおり 

関 係 書 類 等 の 縦 覧 場 所 計画平面図のとおり 

 

添付書類 

（１） 住民票の写し（法人の場合にあっては，法人の登記事項証明書）及び協議書に押印した印鑑登録

証明書 

 （２） 特定事業場の位置図及び付近の見取図（両図とも縮尺２，５００分の１程度） 

 （３） 土砂等の搬入（搬出）経路図（縮尺２，５００分の１程度） 

 （４） 特定事業場及び特定事業区域の平面図及び断面図（特定事業の施工前後の構造が確認できるもの     

に限る。ただし、一時たい積特定事業にあっては、土砂等のたい積が最大となった場合のたい積の

構造が確認できるものに限る。）（縮尺２５０分の１～５００分の１程度） 

（５） 現場事務所（土砂等の搬入（一時たい積特定事業である場合にあっては、搬入及び搬出）を管理 

    するための事務所をいう。）その他特定事業に供する施設の設置計画図及び位置図（縮尺２５０分の 

１～５００分の１程度） 

（６） 現場責任者の氏名及び職名 

（７） 現場責任者であることを証する書面 

（８） 現場責任者の住民票の写し及び本人の写真 

（９） 特定事業区域に係る表土の地質検査の試料とした土砂等を採取した地点の位置図及び現場写真 

    並びに規則第４条第７項第２号の規定により採取した試料ごとの検査試料採取調書及び地質分析 

    （濃度）結果証明書。ただし、一時たい積特定事業で特定事業区域の表土と特定事業に使用される

土砂等が遮断される構造である場合にあっては、その構造図（縮尺２０分の１～５０分の１程度） 

（10） 特定事業区域以外の地域への排水の水質検査を行うために必要な措置 

 

 

 

発生土利用基準について（平成
18年8月10日 国土交通省）
の「土質区分基準」による 
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（第３面） 

 

（11）  排水施設を設置する場合にあっては、集水区域を示す図面（縮尺２，５００分の１程度）、排水 

計画図（縮尺５００分の１程度）、構造図（縮尺２０分の１～５０分の１程度）及び第６条の規定 

による計算書 

（12） 一時たい積特定事業である場合にあっては、特定事業に使用される土砂等について、発生場所 

   ごとに区分するために必要な措置（図面にあっては、縮尺２０分の１～５０分の１程度） 

（13） 土質試験等に基づき埋立て等の構造の安定計算を行った場合は、当該安定計算を記載した書面 

（14） 擁壁を用いる場合にあっては、当該擁壁の断面図、背面図（両図とも縮尺２０分の１～５０分の 

    １程度）及び構造計算書 

（15） 特定事業が施工されている間において、特定事業区域以外の地域への当該特定事業に使用された 

   土砂等の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止するために必要な措置（図面にあっては、縮 

   尺２０分の１～５０分の１程度） 

（16） 特定事業に使用される土砂等の量の計算書(一時たい積特定事業にあっては、たい積が最大になっ 

た場合のたい積土砂等の量の計算書） 

（17） 特定事業場及び特定事業区域の土地の実測図（縮尺２５０分の１程度） 

（18） 特定事業場の土地の登記事項証明書及び公図の写し 

（19） 特定事業区域の土地の公図の写し 

（20） 特定事業場の土地に隣接する土地の登記事項証明書及び公図の写し 

（21） 特定事業区域内の土地が自己所有でない場合にあっては、規則第３条の４第１項に規定する特定

事業区域内土地使用同意書（様式第２号の２）若しくは特定事業（一時たい積特定事業）区域内土

地使用同意書（様式第２号の３）若しくは規則第３条の４第２項に規定する特定事業区域内（小規

模）土地使用同意書（様式第２号の４）若しくは特定事業（小規模一時たい積）区域内土地使用同

意書（様式第２号の５）及びこれらの書面に押印した土地所有者の印鑑登録証明書又は特定事業区

域内の土地所有者の承諾書若しくは契約書の写し（土地使用に係る契約書に同内容の約定があるも

のに限る。） 

（22） 特定事業区域内の土地につき特定事業の施工の妨げとなる権利を有する者がある場合にあって    

は、規則第３条の４第４項に規定する特定事業区域内施工同意書（様式第２号の７）及びこの書面

に押印した者の印鑑登録証明書又は特定事業施工承諾書 

（23） 特定事業場（特定事業区域を除く。）の土地が自己所有でない場合にあっては、規則第３条の４第

４項に規定する特定事業場（特定事業区域を除く）内土地利用同意書（様式第２号の６）及びこの書

面に押印した土地所有者の印鑑登録証明書又は土地所有者の承諾書若しくは契約書の写し（土地使用

に係る契約書に同内容の約定があるものに限る。） 

（24） 特定事業場の隣接土地所有者（隣接する土地が農地の場合は、耕作者を含む。）の同意書 

（25） 第５条に規定する説明会の開催に関する計画書 

（26） その他市長が必要と認める書類及び図面 

 

 なお、特定事業が小規模埋立て等である場合にあっては、(9)、(10）、(12)及び(15)の添付書類は除く。 
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様式第１号の２（第４条第１項）        （表面） 
  

平成○○年○○月〇〇日 

 

 

特定事業変更許可事前協議書 

 

 

（あて先）千葉市長 

 

特定事業予定者 

住  所  千葉市中央区中央Ａ丁目１０番１号 

                             氏    名    Ａ建設株式会社        ○印 

代表取締役 ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

担 当 者 名 ○○課 主任 ○○ ○○ 

                              連絡先電話番号 ○○○－○○○○－○○○○ 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  ○○○○○○@○○.○○.○○ 

 

 

平成○○年○○月○○日付け千葉市指令環産（土）第○○号で許可を受けた事項について変更したい

ので、千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則第９条の

規定により、特定事業の計画変更について関係書類及び図面を添えて協議します。 

 

 
変 更 後 変 更 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更する事項 

の 内 容 

１ 許可期間 

平成○○年○○月○○日 

～平成□□年□□月□□日 

 

 

２ 特定事業区域の面積 

△，△△△．△△㎡ 

 

 

３ 土砂等の量（増加） 

△△△ｍ3 

 

 

４ 土砂等の埋立ての高さ 

断面図（変更後）のとおり 

１ 許可期間 

平成○○年○○月○○日 

～平成△△年△△月△△日 

 

 

２ 特定事業区域の面積 

○，○○○．○○㎡ 

 

 

３ 土砂等の量 

○○○ｍ3 

 

 

４ 土砂等の埋立ての高さ 

断面図（変更前）のとおり 

変更の理由 

 

 

○○○○により○○○○
生じたため。 

 

 

許可期間の延長

は、1年間まで 

面積の拡大は、

20%まで 

減量する場合は、軽

微変更届出でよい 

盛土高さは、

2.5ｍまで 

 
変更が生じた理由を簡潔に記入
する 

実印を押印し、印鑑登録
証明書を添付すること 

実実実印印印   
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（裏面） 
 

添付書類：次に掲げる図書類のうち添付してある書類及び図面には○印を付すること 

（１） 特定事業場の位置図及び付近の見取図（両図とも縮尺２，５００分の１程度） 

（２） 土砂等の搬入（搬出）経路図（縮尺２，５００分の１程度） 

（３） 特定事業場及び特定事業区域の平面図及び断面図（特定事業の施工前後の構造が確認できるもの  

に限る。ただし、一時たい積特定事業にあっては、土砂等のたい積が最大となった場合のたい積の  

構造が確認できるものに限る。）（縮尺２５０分の１～５００分の１程度） 

（４） 現場事務所（土砂等の搬入（一時たい積特定事業である場合にあっては、搬入及び搬出）を管理   

するための事務所をいう。）その他特定事業に供する施設の設置計画図及び位置図（縮尺２５０分の 

１～５００分の１程度） 

（５） 現場責任者の氏名及び職名 

（６） 現場責任者であることを証する書面 

（７） 現場責任者の住民票の写し及び本人の写真 

（８） 特定事業区域に係る表土の地質検査の試料とした土砂等を採取した地点の位置図及び現場写真 

並びに規則第４条第７項第２号の規定により採取した試料ごとの検査試料採取調書及び地質分析 

（濃度）結果証明書。ただし、一時たい積特定事業で特定事業区域の表土と特定事業に使用される 

土砂等が遮断される構造である場合にあっては、その構造図（縮尺２０分の１～５０分の１程度） 

（９） 特定事業区域以外の地域への排水の水質検査を行うために必要な措置 

（10） 排水施設を設置する場合にあっては、集水区域を示す図面（縮尺２，５００分の１程度）、排水計 

画図（縮尺５００分の１程度）、構造図（縮尺２０分の１～５０分の１程度）及び第７条の規定によ 

る計算書 

（11） 一時たい積特定事業である場合にあっては、特定事業に使用される土砂等について、発生場所ご 

とに区分するために必要な措置（図面にあっては、縮尺２０分の 1～５０分の１程度） 

（12） 土質試験等に基づき埋立て等の構造の安定計算を行った場合は、当該安定計算を記載した書面 

（13） 擁壁を用いる場合にあっては、当該擁壁の断面図、背面図（両図とも縮尺２０分の１～５０分の 

１程度）及び構造計算書 

（14） 特定事業が施工されている間において、特定事業区域以外の地域への当該特定事業に使用された 

土砂等の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止するために必要な措置（図面にあっては、縮 

尺２０分の１～５０分の１程度） 

（15） 特定事業に使用される土砂等の量の計算書（一時たい積特定事業にあっては、たい積が最大になっ

た場合のたい積土砂等の量の計算書） 

（16） 特定事業場及び特定事業区域の土地の実測図（縮尺２５０分の１程度） 

（17） 特定事業場の土地の登記事項証明書及び公図の写し 

（18） 特定事業区域の土地の公図の写し 

（19） 特定事業場の土地に隣接する土地の登記事項証明書及び公図の写し 

（20） 特定事業区域内の土地が自己所有でない場合にあっては、規則第３条の４第１項に規定する特定  

事業区域内土地使用同意書（様式第２号の２）若しくは特定事業（一時たい積特定事業）区域内土   

地使用同意書（様式第２号の３）若しくは規則第３条の４第２項に規定する特定事業区域内（小規模）   

土地使用同意書（様式第２号の４）若しくは特定事業（小規模一時たい積）区域内土地使用同意書  

（様式第２号の５）及びこれらの書面に押印した土地所有者の印鑑登録証明書又は特定事業区域内 

の土地所有者の承諾書若しくは契約書の写し（土地使用に係る契約書に同内容の約定があるものに 

限る。） 

（21） 特定事業区域内の土地につき特定事業の施工の妨げとなる権利を有する者がある場合にあって     

は、規則第３条の４第４項に規定する特定事業区域内施工同意書（様式第２号の７）及びこの書   

面に押印した者の印鑑登録証明書又は特定事業施工承諾書 

（22） 特定事業場（特定事業区域を除く。）の土地が自己所有でない場合にあっては、規則第３条の４第  

４項に規定する特定事業場（特定事業区域を除く）内土地利用同意書（様式第２号の６）及びこの書

面に押印した土地所有者の印鑑登録証明書又は土地所有者の承諾書若しくは契約書の写し（土地使用

に係る契約書に同内容の約定があるものに限る。） 

（23） 特定事業場の隣接土地所有者（隣接する土地が農地の場合は、耕作者を含む。）の同意書 

（24） 第５条に規定する説明会の開催に関する計画書 

（25） その他市長が必要と認める書類及び図面 

なお、特定事業が小規模埋立て等である場合にあっては、(8)、(9）、(11)及び(14)の添付書類は除く。 
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様式第１号の３（第４条の２第１項）      （表面） 

 

平成○○年○○月〇〇日 

 

特 定 事 業 譲 受 け 許 可 事 前 協 議 書 

 

（あて先）千葉市長 

特定事業予定者 

住  所 千葉市花見川区Ｊ町２番２ 

氏  名  有限会社Ｊ産業        ○印  

代表取締役  ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

担 当 者 名 ○○課長 ○○ ○○ 

                                連絡先電話番号 ○○○－○○○○－○○○○ 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  ○○○○○○@○○.○○.○○ 

 

 

千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則第９条の規定 

により、特定事業の全部を譲り受けたいので、関係書類及び図面を添えて協議します。 

 

 

１ 特定事業の許可及び   平成○○年○○月○○日 千葉市指令環産（土）第○○号 

特定事業区域の位置   許可の期間 平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日 

位   置 千葉市中央区Ｔ町１番地１他２筆 

 

２ 譲受けの相手方の   住   所 千葉市中央区中央Ａ丁目１０番１号 

氏 名 及 び 住 所   氏   名 Ａ建設株式会社  代表取締役 ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

 

３ 現 場 責 任 者 の   有限会社Ｊ産業 

氏 名 及 び 職 名   工事部長  ○○ ○○ 

 

４ 譲 受 け の 理 由    ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

                ○○○○○○○○○○○のため。 

 

  

 

 

平成○○年○○月〇〇日 

 

特 定 事 業 譲 受 け 許 可 事 前 協 議 書 

 

（あて先）千葉市長 

特定事業予定者 

住  所 千葉市中央区中央○丁目○番○号 

氏  名  ○○○○株式会社        ○印  

代表取締役  ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

担 当 者 名 ○○課 主任 ○○ ○○ 

                                連絡先電話番号 ○○○－○○○○－○○○○ 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  ○○○○○○@○○.○○.○○ 

 

 

千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則第９条の規定 

により、特定事業の全部を譲り受けたいので、関係書類及び図面を添えて協議します。 

 

 

１ 特定事業の許可及び   平成○○年○○月○○日 千葉市指令環産（土）第○○号 

特定事業区域の位置   許可の期間 平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日 

位   置 千葉市○○区○○○○○○○○○○ 

 

２ 譲受けの相手方の   住   所 千葉市中央区千葉港○番○号 

氏 名 及 び 住 所   氏   名 ○○○○株式会社  代表取締役 ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

 

３ 現 場 責 任 者 の   ○○○○株式会社 

氏 名 及 び 職 名   工事部長  ○○ ○○ 

 

４ 譲 受 け の 理 由    ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

                ○○○○○○○○○○○のため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

実印を押印し、印鑑登録
証明書を添付すること 

実実実印印印   

実印を押印し、印鑑登録
証明書を添付すること 

実実実印印印   
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（裏面） 

 

添付書類 

（１） 住民票の写し（法人の場合にあっては、法人の登記事項証明書）及び協議書に押印した印鑑登録 

証明書 

（２） 譲り受けをすることを示す書面 

（３） 特定事業場の位置図及び付近の見取図（両図ともに縮尺２，５００分の１程度） 

（４） 特定事業（許可、変更許可、譲受け許可）決定通知書の写し 

（５） 特定事業場の土地の登記事項証明書及び公図の写し 

（６） 特定事業場の土地に隣接する土地の登記事項証明書及び公図の写し 

（７） 特定事業区域内の土地が自己所有でない場合にあっては、規則第３条の４第１項に規定する特定 

事業区域内土地使用同意書（様式第２号の２）若しくは特定事業（一時たい積特定事業）区域内土 

地使用同意書（様式第２号の３）若しくは規則第３条の４第２項に規定する特定事業区域内（小規模） 

土地使用同意書（様式第２号の４）若しくは特定事業（小規模一時たい積）区域内土地使用同意書 

（様式第２号の５）及びこれらの書面に押印した土地所有者の印鑑登録証明書又は特定事業区域内 

の土地所有者の承諾書若しくは契約書の写し（土地使用に係る契約書に同内容の約定があるものに 

限る。） 

（８） 特定事業区域内の土地につき特定事業の施工の妨げとなる権利を有する者がある場合にあって 

   は、規則第３条の４第４項に規定する特定事業区域内施工同意書（様式第２号の７）及びこの書面 

に押印した者の印鑑登録証明書又は特定事業施工承諾書 

（９） 特定事業場（特定事業区域を除く。）の土地が自己所有でない場合にあっては、規則第３条の４第 

４項に規定する特定事業場（特定事業区域を除く）内土地利用同意書（様式第２号の６）及びこの書 

面に押印した土地所有者の印鑑登録証明書又は土地所有者の承諾書若しくは契約書の写し（土地使用 

に係る契約書に同内容の約定があるものに限る。） 

（10） 特定事業場の隣接土地所有者（隣接する土地が農地の場合は、耕作者を含む。）の同意書 

（11） 現場責任者であることを証する書面、住民票の写し及び本人の写真 

（12） 第５条に規定する説明会の開催に関する計画書 

（13） その他市長が必要と認める書類及び図面 
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様式第２号（第７条第１項） 

 

平成○○年○○月〇〇日 

 

土 地 使 用 承 諾 書 

 

（特定事業予定者） 

Ａ建設株式会社 

    代表取締役  ○○ ○○    様 

                      

土地所有者 

住  所 千葉市中央区Ｔ町２番１号 

氏  名  千葉 花子      ○印  

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名) 

                           電話番号 ○○○―○○○―○○○○ 

                          

特定事業の実施について、特定事業を施工する土地として承諾します。 

    

記 

 

１  特定事業予定者の氏名又は名称   

      法人にあっては代表者の氏名    Ａ建設株式会社   代表取締役  ○○ ○○ 

    

 ２  特定事業区域の位置  千葉市中央区Ｔ町１番１号（他２筆） 

 

   ３  土地の承諾期間    平成○○年○○月〇〇日 ～ 平成○○年○○月〇〇日 

 

   ４  特定事業区域の土地の一覧 

      

 
土 地 の 表 示 

地  目 
面  積 

（公 簿）  
備  考 

 

町  名 地  番 

Ｔ町 １番１ 山林 ○，○○○㎡ 

 

Ｔ町 １番２の一部 雑種地 ○○○㎡ 

 

     

     

 

      合   計 

 

２筆  ○，○○○㎡（実測） 

 

注：土地の承諾期間が一筆ごとに異なる場合は、備考欄に承諾期間を記載すること。 

   

 

特定事業区域の筆のみを数えること 

（特定事業区域を除く特定事業場の筆は

含まない） 

事業期間（許可期間）は、承諾期間

の範囲内となります。 

本人自署のうえ、実印を押印し、

印鑑登録証明書を添付すること 

実実実印印印   
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様式第２号の２（第７条第２項） 
 

                                       平成○○年○○月〇〇日 

 

特 定 事 業 施 工 承 諾 書 

 

（特定事業予定者） 

Ａ建設株式会社 

    代表取締役  ○○ ○○   様 

 

                         特定事業の施工の妨げとなる権利を有する者 

住  所 千葉市中央区千葉港○番○号 

氏  名  千葉 太郎     ○印  

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

                           電話番号 ○○○―○○○―○○○○ 

                          

特定事業の実施について、特定事業を施工する土地として承諾します。 

    

記 

 

１  特定事業予定者の氏名又は名称 

     法人にあっては代表者の氏名   Ａ建設株式会社   代表取締役  ○○ ○○ 

     

２  特定事業区域の位置  千葉市中央区Ｔ町１番１号（他２筆） 

 

   ３  土地の承諾期間    平成○○年○○月〇〇日 ～ 平成○○年○○月〇〇日 

 

  ４  特定事業区域の土地の一覧 

 
土 地 の 表 示 

地  目 
面  積 

（公 簿） 
備  考 

 

町  名 地  番 

Ｔ町 １番１号  山林 ○○○㎡  賃借権 

Ｔ町 １番２の一部  雑種地 ○，○○○㎡  地上権 

     

     

 

      合   計 

 

         ２筆  ○，○○○㎡（実測） 

 

注：土地の承諾期間が一筆ごとに異なる場合は、備考欄に承諾期間を記載するとともに、特定事業 

の施工の妨げとなる権利を有する者の種類を記載すること。 

 

特定事業区域の筆のみを数えること 

（特定事業区域を除く特定事業場の筆は

含まない） 

事業期間（許可期間）は、承諾期間

の範囲内となります。 

地上権、永小作権、質権 
又は賃借権を有する者 

本人自署のうえ、実印を押印し、

印鑑登録証明書を添付すること 

実実実印印印   
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様式第２号の３（第７条第３項） 
 

                                        平成○○年○○月〇〇日 

 

土 地 利 用 承 諾 書 

 

（特定事業予定者） 

Ａ建設株式会社 

 代表取締役  ○○ ○○   様 

 

土地所有者 

住  所  千葉市中央区Ｔ町２番１号 

氏  名  千葉 花子  ○印  

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

                             電話番号  ○○○―○○○―○○○○ 

                          

特定事業の実施について、特定事業に供する施設の土地として利用することに承諾します。 

    

記 

 

１  特定事業予定者の氏名又は名称 

     法人にあっては代表者の氏名   Ａ建設株式会社   代表取締役  ○○ ○○ 

     

２  特定事業区域の位置  千葉市中央区Ｔ町１番１（他２筆） 

 

   ３  土地の承諾期間    平成○○年○○月〇〇日 ～ 平成○○年○○月〇〇日 

 

  ４  特定事業場（特定事業区域を除く。）の土地の一覧 

 
土 地 の 表 示 

地  目 
面  積  

（公 簿） 
備  考 

 

町  名 地  番 

Ｔ町 １番２の一部 雑種地 ○，○○○㎡ 

 

Ｔ町 １番３ 田 ○○○㎡ 

 

     

     

 

      合   計 

 

          ２筆    ○○○㎡（実測） 

 

注：土地の承諾期間が一筆ごとに異なる場合は、備考欄に承諾期間を記載すること。 

    

 

特定事業区域の筆のみを数えること 

（特定事業区域を除く特定事業場の筆は

含まない） 

事業期間（許可期間）は承諾期間の

範囲内となります。 

本人自署のうえ、実印を押印し、

印鑑登録証明書を添付すること 

実実実印印印   
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様式第３号（第７条第４項） 
 

平成○○年○○月〇〇日 

 

 

特 定 事 業 隣 接 同 意 書 

 

（特定事業予定者） 

Ａ建設株式会社 

   代表取締役  ○○ ○○   様 

 

隣接（土地所有者・耕作者） 

住  所  千葉市中央区Ｔ町２番１号 

氏  名  千葉 花子    ○印  

（法人の場合にあっては、主たる事業所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

電話番号  ○○○―○○○―○○○○ 

 

 

   特定事業の実施について、事業計画に基づき施工することを同意します。 

 

 

記 

 

   １ 特定事業予定者の氏名又は名称 

     法人にあっては代表者の氏名   Ａ建設株式会社   代表取締役  ○○ ○○ 

 

   ２ 特定事業区域の位置  千葉市中央区Ｔ町１番１（他２筆） 

 

   ３ 特定事業場に隣接する土地の一覧 

 

土 地 の 表 示 

地  目 現  況 
面  積 

（公 簿） 
備  考 

町   名 地  番 

 Ｔ町 １番５  畑 雑種地 ○，○○○㎡  

      

      

      

 

 

本人自署のうえ、押印すること 

（押印は認め印でよい。印鑑証明は不要。） 

印印印   
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様式第５号（第１１条第１項） 
 

                                    平成○○年○○月〇〇日 

 

 

 

 

特定事業（変更・譲受け）許可事前協議取下書 

 

 

 

 

（あて先）千葉市長 

 

 

                          特定事業予定者 

                          住  所  千葉市中央区中央Ａ丁目１０番１号 

氏  名   Ａ建設株式会社          ○印  

代表取締役  ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

                            担 当 者 名  ○○課 主任 ○○ ○○ 

                            連絡先電話番号  ○○○―○○○―○○○○ 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ   ○○○○○○○ @○○.○○ 

                     

 

 

 

千葉市土砂等の埋立等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する指導要綱第１２条第１項 

 

の規定により平成○○年○○月○○日○○千環産(土)第○○号付け特定事業（変更・譲受け）許可事 

 

前協議書は、取り下げいたします。 

  

 

変更・譲受けの場合は必要なもの

を残し、他方を二重線で消すこと。 

※記載例は当初の特定事業許可

事前協議の場合 

 

変更・譲受けの場合は必要なもの

を残し、他方を二重線で消すこと。 

※記載例は当初の特定事業許可

事前協議の場合 

 

実実実印印印   
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様式第６号（第１１条第２項） 
 

                                    平成○○年○○月〇〇日 

 

 

審 査 指 示 事 項 調 整 済 回 答 書 

 

 

 

 

 

（あて先）千葉市長 

 

 

 

                            特定事業予定者 

                            住  所  千葉市中央区中央Ａ丁目１０番１号 

                         氏    名    Ａ建設株式会社          ○印  

代表取締役  ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

                     担 当 者 名  ○○課 主任 ○○ ○○ 

                            連絡先電話番号  ○○○―○○○―○○○○ 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ   ○○○○○○○ @○○.○○ 

                     

 

 

千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する指導要綱第１１条第１項 

 

の規定による審査指示書（平成○○年○○月○○日○○千環産(土)第○○号）により指示のあったこと 

 

について別紙のとおり回答します。 

      

 

実実実印印印   
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様式第８号（第１４条第１項）        （表面） 
  

平成○○年○○月〇〇日 

 

 

特定事業（変更・譲受け）許可事前協議変更協議書 

 

 

（あて先）千葉市長 

 

特定事業予定者 

住  所  千葉市中央区中央Ａ丁目１０番１号 

氏  名  Ａ建設株式会社       ○印  

      代表取締役  ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

担 当 者 名  ○○課 主任  ○○ ○○ 

連絡先電話番号  ○○○―○○○―○○○○ 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ   ○○○○○○○ @○○.○○ 

 

 

平成○○年○○月○○日付け提出の特定事業（変更・譲受け）許可事前協議書について変更した 

いので、千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する指導要綱第１５ 

条第１項の規定により、特定事業の計画変更について関係書類及び図面を添えて次のとおり協議し 

ます。 

 

 変 更 後 変 更 前 

変更する事項 

の 内 容 

１ 特定事業区域の面積 

○○，○○○㎡ 

 

 

２ 特定事業の期間 

  平成○○年○○月○○日 

  ～平成○○年○○月○○日 

１ 特定事業区域の面積 

○○，○○○㎡ 

 

 

２ 特定事業の期間 

  平成○○年○○月○○日 

  ～平成○○年○○月○○日 

 

 

 

 

 

変更の理由 

○○○○〇〇○○○○○○〇〇○○○○〇〇のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 変更・譲受けの場合は必要なもの

を残し、他方を二重線で消すこと。 

※記載例は当初の特定事業許可

事前協議の場合 

 

変更が生じた理由を簡潔に記入する 

変更する項目ごとに、変更前、変更後の内容を記入する 

※欄に収まらない場合は、変更内容を記載した書類を添付し、 

当該欄に「別紙のとおり」と記入すること 

実印を押印し、印鑑登録
証明書を添付すること 

実実実印印印   
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（裏面） 
 

添付書類：次に掲げる図書類のうち添付してある書類及び図面には○印を付すること 

（１） 特定事業場の位置図及び付近の見取図（両図とも縮尺２，５００分の１程度） 

（２） 土砂等の搬入（搬出）経路図（縮尺２，５００分の１程度） 

（３） 特定事業場及び特定事業区域の平面図及び断面図（特定事業の施工前後の構造が確認できるもの  

に限る。ただし、一時たい積特定事業にあっては、土砂等のたい積が最大となった場合のたい積の  

構造が確認できるものに限る。）（縮尺２５０分の１～５００分の１程度） 

（４） 現場事務所（土砂等の搬入（一時たい積特定事業である場合にあっては、搬入及び搬出）を管理   

するための事務所をいう。）その他特定事業に供する施設の設置計画図及び位置図（縮尺２５０分の 

１～５００分の１程度） 

（５） 現場責任者の氏名及び職名 

（６） 現場責任者であることを証する書面 

（７） 現場責任者の住民票の写し及び本人の写真 

（８） 特定事業区域に係る表土の地質検査の試料とした土砂等を採取した地点の位置図及び現場写真 

並びに規則第４条第７項第２号の規定により採取した試料ごとの検査試料採取調書及び地質分析 

（濃度）結果証明書。ただし、一時たい積特定事業で特定事業区域の表土と特定事業に使用される 

土砂等が遮断される構造である場合にあっては、その構造図（縮尺２０分の１～５０分の１程度） 

（９） 特定事業区域以外の地域への排水の水質検査を行うために必要な措置 

（10） 排水施設を設置する場合にあっては、集水区域を示す図面（縮尺２，５００分の１程度）、排水計 

画図（縮尺５００分の１程度）、構造図（縮尺２０分の１～５０分の１程度）及び第７条の規定によ 

る計算書 

（11） 一時たい積特定事業である場合にあっては、特定事業に使用される土砂等について、発生場所ご 

とに区分するために必要な措置（図面にあっては、縮尺２０分の 1～５０分の１程度） 

（12） 土質試験等に基づき埋立て等の構造の安定計算を行った場合にあっては、当該安定計算を記載し 

た書面 

（13） 擁壁を用いる場合にあっては、当該擁壁の断面図、背面図（両図とも縮尺２０分の１～５０分の 

１程度）及び構造計算書 

（14） 特定事業が施工されている間において、特定事業区域以外の地域への当該特定事業に使用された 

土砂等の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止するために必要な措置（図面にあっては、縮 

尺２０分の１～５０分の１程度） 

（15） 特定事業に使用される土砂等の量の計算書（一時たい積特定事業にあっては、たい積が最大になっ

た場合のたい積土砂等の量の計算書） 

（16） 特定事業場及び特定事業区域の土地の実測図（縮尺２５０分の１程度） 

（17） 特定事業場の土地の登記事項証明書及び公図の写し 

（18） 特定事業区域の土地の公図の写し 

（19） 特定事業場の土地に隣接する土地の登記事項証明書及び公図の写し 

（20） 特定事業区域内の土地が自己所有でない場合にあっては、規則第３条の４第１項に規定する特定  

事業区域内土地使用同意書（様式第２号の２）若しくは特定事業（一時たい積特定事業）区域内土   

地使用同意書（様式第２号の３）又は規則第３条の４第２項に規定する特定事業区域内（小規模）   

土地使用同意書（様式第２号の４）若しくは特定事業（小規模一時たい積）区域内土地使用同意書  

（様式第２号の５）及びこれらの書面に押印した土地所有者の印鑑登録証明書又は特定事業区域内 

の土地所有者の承諾書若しくは契約書の写し（土地使用に係る契約書に同内容の約定があるものに 

限る。） 

（21） 特定事業区域内の土地につき特定事業の施工の妨げとなる権利を有する者がある場合にあって     

は、規則第３条の４第４項に規定する特定事業区域内施工同意書（様式第２号の７）及びこの書   

面に押印した者の印鑑登録証明書又は特定事業施工承諾書 

（22） 特定事業場（特定事業区域を除く。）の土地が自己所有でない場合にあっては、規則第３条の４第  

４項に規定する特定事業場（特定事業区域を除く）内土地利用同意書（様式第２号の６）及びこの書

面に押印した土地所有者の印鑑登録証明書又は土地所有者の承諾書若しくは契約書の写し（土地使用

に係る契約書に同内容の約定があるものに限る。） 

（23） 特定事業場の隣接土地所有者（隣接する土地が農地の場合は、耕作者を含む。）の同意書 

（24） 第５条に規定する説明会の開催に関する計画書 

（25） その他市長が必要と認める書類及び図面 

なお、特定事業が小規模埋立て等である場合にあっては、(8)、(9）、(11)及び(14)の添付書類は除く。 
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様式第９号（第１４条第１項） 
  

平成○○年○○月〇〇日 

 

 

特定事業（変更・譲受け）許可事前協議変更届出書 

 

 

（あて先）千葉市長 

 

特定事業予定者 

住  所  千葉市中央区中央Ａ丁目１０番１号 

氏  名  Ａ建設株式会社       ○印  

      代表取締役  ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

担 当 者 名  ○○課 主任 ○○ ○○ 

連絡先電話番号  ○○○―○○○―○○○○ 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ   ○○○○○○○ @○○.○○ 

 

 

平成○○年○○月○○日付け提出の特定事業（変更・譲受け）許可事前協議書について変更した 

いので、千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する指導要綱第１５ 

条第１項の規定により届け出ます。 

 

 変 更 後 変 更 前 

変更する事項 

の 内 容 

１ 特定事業区域の面積 

○○，○○○㎡ 

 

 

２ 特定事業の期間 

  平成○○年○○月○○日 

  ～平成○○年○○月○○日 

１ 特定事業区域の面積 

○○，○○○㎡ 

 

 

２ 特定事業の期間 

  平成○○年○○月○○日 

  ～平成○○年○○月○○日 

 

 

 

 

 

変更の理由 

○○○○〇〇○○○○○○〇〇○○○○〇〇のため 

 

 

 

 

 

 

 

 変更・譲受けの場合は必要なもの

を残し、他方を二重線で消すこと。 

※記載例は当初の特定事業許可

事前協議の場合 

 

実印を押印し、印鑑登録
証明書を添付すること 

実実実印印印   

変更が生じた理由を簡潔に記入する 

変更する項目ごとに、変更前、変更後の内容を記入する 

※欄に収まらない場合は、変更内容を記載した書類を添付し、 

当該欄に「別紙のとおり」と記入すること 
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様式第１０号（第５条第５項） 
  

年  月  日 

 

 

関係地域特定事業説明会等実施状況報告書 

 

 

 

（あて先）千葉市長 

 

特定事業予定者 

住  所  千葉市中央区中央Ａ丁目１０番１号 

氏    名  Ａ建設株式会社       ○印  

      代表取締役  ○○ ○○ 

（法人の場合にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

担 当 者 名  ○○課 主任 ○○ ○○ 

連絡先電話番号  ○○○―○○○―○○○○ 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ   ○○○○○○○ @○○.○○ 

 

 

千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する指導要綱第５条第５項 

の規定により届け出ます。 

 

関係地域住民に 

対する説明会 

（ 第 ５ 条 ） 

開 催 日 時 平成○○年○○月○○日  ○○時から○○時まで 

開 催 場 所 千葉市中央区Ｔ町○○○  ○○自治会会議室 

出席者の状況 

 

地域住民 ○○○○他○○名 

 

説 明 者 ○○ ○○ 

 

開 催 状 況 

 

説明概要、地域住民からの要望、説明者の回答等について 

 

記載する。(開催できなかった場合は、対応状況を記載する。) 

 

説明資料(別添のとおり)及び平面図にて説明を行った。 

地域住民からの要望及び説明者の回答については、別添の議事

録のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

印印印   
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様式第１１号（第４条第２項第２６号、第４条の２第２項第１５号） 
  

 

特 定 事 業 説 明 会 等 計 画 書 

 

 

 

 

説明会の開催案内 

 

及び事前周知方法 

 

・個別配布        ・郵  送 

 

・自治会内の回覧     ・その他（        ） 

 

説明会の開催方法 ・自主開催   ・自治会への依頼   ・その他（        ） 

開 催 予 定 日 時 ○○○○年○○月○○日  ○○時から ○○時まで 

開 催 予 定 場 所 千葉市中央区Ｔ町○○○  ○○自治会会議室 

説 明 対 象 者 

  

 

町名（  ○○）世帯   町名（  ○○）世帯 

  

町名（  ○○）世帯      （合計 ○○○世帯） 

 

 

説 明 内 容 

 

 特定事業の計画の概要 

 

 地域の環境保全上の留意点 

 

特定事業者の氏名：Ａ建設㈱ 代表取締役 ○○○○ 

現場責任者：Ｂ建設㈱ 工事部 主任 ○○○○ 

連絡先：000-0000-0000 

事業目的：資材置場の造成 

特定事業場所：千葉市中央区Ｔ町１番１他２筆 

事業期間：平成○年〇月○日～平成○年〇月○日 

面積：○，○○○m2のうち特定事業区域は、○，○○○m2 

土量：○○○ｍ３ 

搬入時間：９：００～１７：００ 

使用される土砂等の発生場所：若葉区Ｇ町宅地開発現場（第○種建設発生土）

及び(有)Ｄ建材からの購入土 

 

搬入路経路、見取り図、計画平面図については、図面を用いて説明する。 

 

土砂の飛散防止のため散水車により場内の散水を行う。また、十分な保安距離

を設け、流出防止を図る。 

高さ１．８ｍ囲いを設け、出入り口は一か所とし、夜間・休日は閉門し施錠する。

搬入車両の安全管理を行うため、出入り口に誘導員を置く。搬入した土砂は、飛

散を防ぐため、直ちに転圧を行う。 

関係書類等については、事業区域内に設置する管理事務所において縦覧できる

ようにする。 

 
 

 

該当する項目を線で囲む。 

説明必須事項 
【指導要綱第５条参照】 
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現場責任者説明事項 

 

（ ふ り が な ）  ＊＊＊  ＊＊＊＊ 

 

氏        名 

 

○  ○   ○  ○ 

 

 

所 属 ・ 職 名 

 

 

Ｂ建設株式会社  工事部  主任 ○○ ○○ 

現場責任者であること

を 証 す る 書 面 1 
別添のとおり 

住    民    票 

 

別添のとおり 

 

 

写        真 

（３か月以内に撮影した

肩から上の顔写真で、 

帽子、マスク、サングラ

ス等を着用せずに撮影

したカラー写真） 

大きさ；縦３．０㎝ 

横 ２ ． ５ ㎝ 

 

                                                   
 

※ 現場責任者であることを証する書面 

申請者（個人）と現場責任者が同一の場合 ；不要 

申請者（法人）の社員等が現場責任者の場合；社員証、健康保険証等 

申請者と現場責任者が異なる場合      ；施工契約書、施工依頼書の写し 

（請負会社の社員等の場合は、社員証等を加える） 

住民票の写しの代わりに

運転免許証の写しでも可 



 

15-1 

特定事業許可事前協議書提出書類一覧     

 

No 提 出 書 類 

特定事業 
特定事業 
(一時たい積 

特定事業) 様式番号 

 小規

模以

外※１ 

小規

模※１ 

小規模

以外※

１ 

小規模 
※１ 

 特定事業許可事前協議書 ○ ○ ○ ○ （要綱）様式第１号 

委任状 △ △ △ △  

１ 住民票の写し※２（法人の場合にあっては、法人

の登記事項証明書）及び印鑑登録証明書 
○ ○ ○ ○  

２ 特定事業場の位置図及び付近の見取図（2,500

分の１程度） 
○ ○ ○ ○  

３ 搬入経路図（2,500分の１程度） ○ ○    

４ 搬入・搬出経路図（2,500分の１程度）   ○ ○  

５ 特定事業の施工前後の構造が確認できる特定事

業場及び特定事業区域の平面図及び断面図（250

分の１～500分の１程度） 

○ ○    

６ 特定事業の施工中、土砂等のたい積が最大とな

った場合のたい積の構造が確認できる特定事業

場及び特定事業区域の平面図及び断面図（250

分の１～500分の１程度） 

  ○ ○  

７ 現場事務所その他特定事業に供する施設の設置

計画図及び位置図(250分の 1～500分の１程度） 
○ ○ ○ ○  

８ 現場責任者の氏名及び職名、現場責任者であ

ることを証する書面、住民票の写し※２及び写真 
○ ○ ○ ○ 

「現場責任者 

  説明事項」 

９ 表土の採取地点の位置図及び現場写真並びに検

査試料採取調書及び地質分析（濃度）結果証明

書 

○    
（規則）様式第４号 

（規則）様式第５号  

10 表土とたい積土砂

等が遮断される構

造でない場合 

表土の採取地点の位置図

及び現場写真並びに検査

試料採取調書及び地質分

析（濃度）結果証明書 

  □  
（規則）様式第４号 

（規則）様式第５号 

表土とたい積土砂

等が遮断される構

造である場合 

遮断されていることを示

す構造図（20 分の１～50

分の１程度） 

  □   

11 特定事業区域以外の地域への排水の水質検査を

行うために必要な措置（水質検査用施設設置個

所の表示） 

○  ○   

12 排水施設を設置する場合にあっては、集水区域

を示す図面（2,500 分の１程度）、排水計画図

（500 分の１程度）、構造図（20 分の１～50 分

の１程度）及び第７条の規定による計算書 

△ △ △ △  

13 土砂等の発生場所ごとに土砂等を区分するため

に必要な措置（20分の１～50分の１程度） 
  ○   

14 安定計算を行った場合には、その書面 
△ △ △ △  

15 擁壁を用いる場合にあっては、当該擁壁の断面

図、背面図（20分の１～50分の１程度）及び構

造計算書（背面図は擁壁の裏面の構造が判明で

きること。） 

△ △ △ △  
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16 施工中に区域外への土砂等の崩落、飛散等に

よる災害の発生を防止するための必要な措

置(図面にあっては 20 分の１～50 分の１程

度） 

○     

17 特定事業に使用される土砂等の量の計算書 ○ ○    

18 たい積が最大になった場合のたい積土砂等

の量の計算書 
  ○ ○  

19 特定事業場及び特定事業区域の実測図（求積

図・求積表）（250分の１程度） 
○ ○ ○ ○  

20 特定事業場及び特定事業区域の土地の登記

事項証明書及び公図の写し（公図の写しは、

地目、地積、土地所有者の住所、氏名を記入

し、また特定事業区域と特定事業場の範囲を

明示すること。複数枚にまたがる場合は合成

公図も作成すること。） 

○ ○ ○ ○  

21 特定事業場の土地に隣接する土地の登記事

項証明書及び公図の写し（公図の写しは、地

目、地積、土地所有者の住所、氏名を記入し、

特定事業場の範囲を明示すること。複数枚に

またがる場合は合成公図も作成すること。） 

○ ○ ○ ○  

22 特定事業区域内の土地が自己所有でない場

合にあっては、特定事業区域内土地使用同意

書若しくは特定事業（一時たい積特定事業）

区域内土地使用同意書若しくは特定事業区

域内（小規模）土地使用同意書若しくは特定

事業（小規模一時たい積）区域内土地使用同

意書及びこれらの書面に押印した土地所有

者の印鑑登録証明書又は承諾書若しくは契

約書の写し 

△ △ △ △ 

（規則）様式第２号の２ 

（規則）様式第２号の３ 

（規則）様式第２号の４ 

（規則）様式第２号の５ 

（要綱）様式第２号 

23 特定事業区域内の土地につき特定事業の施

工の妨げとなる権利者がいる場合にあって

は、特定事業区域内施工同意書及びこの書面

に押印した者の印鑑登録証明書又は特定事

業施工承諾書の写し 

△ △ △ △ 
（規則）様式第２号の７ 

（要綱）様式第２号の２ 

24 特定事業場（特定事業区域を除く。）の土地

が自己所有でない場合にあっては、特定事業

場（特定事業区域を除く）内土地利用同意書

及びこの書面に押印した土地所有者の印鑑

登録証明書又は土地所有者の承諾書若しく

は契約書の写し 

△ △ △ △ 
（規則）様式第２号の６ 

（要綱）様式第２号の３ 

25 特定事業場の隣接土地所有者（農地の場合

は、耕作者を含む。）の同意書 
○ ○ ○ ○ （要綱）様式第３号 

26 第５条に規定する説明会の開催に関する計

画書 
○ ○ ○ ○ （要綱）様式第１１号 

27 湧水がある土地、地表水が集中しやすい土地

及び自然排水を遮断するような地形構造の

場合には、暗渠排水施設の設置等に係る施設

やその他の有効な排水に係る措置の図面、流

量計算書及び流域の図面、さらに沈砂池（調

整池）等の施設が必要な場合は、容量計算書

及び構造図等の図面 

△ △ △ △  

 
注１ 小規模以外：土砂等の埋立て等に供する区域の面積が 3,000㎡以上の特定事業 

   小 規 模：土砂等の埋立て等に供する区域の面積が 300㎡以上 3,000㎡未満の特定事業 

注２ 特定事業欄中、○印がある場合は必須、斜線は不要を示し、△は選択を示す。 
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特定事業譲受け許可事前協議書提出書類一覧       

No 

提 出 書 類 
特 定 事 業 特 定 事 業 

（一時たい積特定事業） 様式番号 

 小規模

以外※１ 

小規模
※１ 

小規模

以外※1 

小規模
※１ 

 特定事業譲受け許可事前協議書 ○ ○ ○ ○ （要綱）様式第１号の３ 

委任状 △ △ △ △  

１ 住民票の写し※２（法人の場合にあっては、法

人の登記事項証明書）及び印鑑登録証明書 
○ ○ ○ ○  

２ 譲受けの相手方と特定事業者間において譲

り受けをすることを示す書面 
○ ○ ○ ○  

３ 特定事業場の位置図及び付近の見取図  

（2,500分の１程度） 
○ ○ ○ ○  

４ 譲受けの相手方が受けている特定事業（許

可、変更許可、譲受け許可）決定通知書の写し  
○ ○ ○ ○  

５ 特定事業場及び特定事業区域の土地の登記

事項証明書及び公図の写し（公図の写しは、

地目、地積、土地所有者の住所、氏名を記入

し、また特定事業区域と特定事業場の範囲を

明示すること。複数枚にまたがる場合は合成

公図も作成すること。） 

○ ○ ○ ○  

６ 特定事業場の土地に隣接する土地の登記事

項証明書及び公図の写し（公図の写しは、地

目、地積、土地所有者の住所、氏名を記入し、

特定事業場の範囲を明示すること。複数枚に

またがる場合は合成公図も作成すること。） 

○ ○ ○ ○  

７ 特定事業区域内の土地が自己所有でない場

合にあっては、特定事業区域内土地使用同意

書若しくは特定事業（一時たい積特定事業）

区域内土地使用同意書若しくは特定事業区

域内（小規模）土地使用同意書若しくは特定

事業（小規模一時たい積）区域内土地使用同

意書及びこれらの書面に押印した土地所有

者の印鑑登録証明書又は承諾書若しくは契約書の写し  

△ △ △ △ 

（規則）様式第２号の２ 

（規則）様式第２号の３ 

（規則）様式第２号の４ 

（規則）様式第２号の５ 

（要綱）様式第２号 

８ 特定事業区域内の土地につき特定事業の施

工の妨げとなる権利者がいる場合にあって

は、は特定事業区域内施工同意書及びこの書

面に押印した者の印鑑登録証明書又特定事

業施工承諾書の写し 

△ △ △ △ 
（規則）様式第２号の７ 

（要綱）様式第２号の２ 

９ 特定事業場（特定事業区域を除く。）の土地

が自己所有でない場合にあっては、特定事業

場（特定事業区域を除く）内土地利用同意書

及びこの書面に押印した土地所有者の印鑑

登録証明書又は土地所有者の承諾書若しく

は契約書の写し 

△ △ △ △ 
（規則）様式第２号の６ 

（要綱）様式第２号の３ 

10 特定事業場の隣接土地所有者（農地の場合

は、耕作者を含む。）の同意書 
○ ○ ○ ○ （要綱）様式第３号 

11 

 

現場責任者の氏名及び職名、現場責任者であ

ることを証する書面、住民票※２の写し及び写真  
○ ○ ○ ○ 

「現場責任者 

  説明事項」 

12 第５条に規定する説明会の開催に関する計画書 ○ ○ ○ ○ （要綱）様式第１１号 

注１ 小規模以外：土砂等の埋立て等に供する区域の面積が 3,000㎡以上の特定事業 

小規模  ：土砂等の埋立て等に供する区域の面積が 300㎡以上 3,000㎡未満の特定事業 

注２ 特定事業欄中、○印がある場合は必須、斜線は不要を示し、△は選択を示す。特定事業譲受け 


